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平成 25 年 12 月２日 

各 位 

会 社 名  モバイルクリエイト株式会社 

代表者名  代表取締役社長  村井 雄司 

（コード：3669 東証ﾏｻﾞｰｽﾞ 福証 Q-Board） 

問合せ先  取締役管理部長  佐藤 一彦 

  (TEL．097－576－8181) 

 

新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ 

 

 当社は、平成 25年 12月２日開催の取締役会において、新株式発行及び当社株式の売出しに関し、下

記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 なお、当社は本日、株式会社東京証券取引所より、当社株式の東京証券取引所市場第一部又は市場第

二部への市場変更につき承認をいただいております。また、同時に証券会員制法人福岡証券取引所より、

福岡証券取引所本則市場への市場変更につき承認をいただいております。詳細につきましては、本日付

で公表しております「東京証券取引所及び福岡証券取引所における上場市場の変更に関するお知らせ」

をご参照ください。 

 

【本資金調達の目的】 

当社は、携帯通信インフラを利用した移動体通信システム及び GPSを活用した移動体管理システムを

提供する MVNO（仮想移動体通信事業者）であります。当社グループは、ネットワーク・通信機器・ソ

フトウェアの３領域をカバーする高い技術力を背景に、必要なシステムをワンストップで一括導入する

ことを強みとしており、システム開発から導入、通信・アプリケーションの提供、保守管理までフルサ

ポートをすることで、販売時における収入であるフロービジネスだけでなく、継続的なサービスの提供

による利用料等毎月安定した収入が得られるストックビジネスをもう一つの事業の柱とし、事業活動を

展開してまいりました。 

特に主力製品である携帯通信インフラを利用した業務用 IP 無線システム「ボイスパケットトランシ

ーバー」は、トラック運送事業を営む物流業者とタクシー事業やバス事業を営む道路旅客運送業者を主

要顧客として当社グループの成長を牽引してまいりました。 

このような事業活動の結果、2013年５月期の連結業績は、売上高 28億 28百万円（前期比 55.9％増）、

営業利益５億 41百万円（同 55.7％増）、経常利益５億 14百万円（同 55.0％増）、当期純利益３億 14

百万円（同 71.6％増）となり、過去最高の増収増益を達成することができました。 

足元の状況においては、㈱NTT ドコモが全国でサービスを開始した法人向けパケット対応トランシー

バサービスに対して当社の業務用 IP無線システムの端末を納品する取引を実現しており、業務用 IP無

線システムの市場は今後も引き続き旺盛な需要があると考えております。 

更に当社が重点拠点として事業を展開している沖縄県においては、バス事業者４社とモノレール事業

者１社向けの沖縄本島 IC乗車券システムの開発事業者として選定されました。沖縄本島 IC乗車券シス

テムは、沖縄本島の交通インフラの基幹システムとして注目度が高い事業でありますが、請負金額が約
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26億円と当社グループにとって大型受注案件であり、相応の資金需要が発生いたします。 

今般の公募増資により、沖縄本島 IC乗車券システムにおける資金需要及び販売が拡大する業務用 IP

無線システムの在庫仕入に対応すべく資金を確保し、更なる成長と企業価値の最大化を目指してまいり

ます。また、当社株主の売出しも同時に行うことで、株式の分布状況の改善及び流動性の向上を図って

まいります。 

 

記 

 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

(１) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 400,000株 

(２) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規

定される方式により、平成 25年 12月 11日(水)から平成 25年 12月 17

日(火)までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定日」という。）

に決定する。 

(３) 増加する資本金及び

資 本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額は、会社計算規則第 14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。また、増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を

減じた額とする。 

(４) 募 集 方 法  一般募集とし、野村證券株式会社を主幹事会社とする引受団（以下「引

受人」と総称する。）に全株式を買取引受けさせる。なお、一般募集

における発行価格（募集価格）は、日本証券業協会の定める有価証券

の引受け等に関する規則第 25条に規定される方式により、発行価格等

決定日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値（当日に終値のない場合は、その日に先立つ直近日の終値）に 0.90

～1.00 を乗じた価格（１円未満端数切捨て）を仮条件として、需要状

況を勘案した上で決定する。 

(５) 引 受 人 の 対 価  引受手数料は支払わず、これに代わるものとして一般募集における発

行価格（募集価格）と引受人より当社に払込まれる金額である払込金

額との差額の総額を引受人の手取金とする。 

(６) 申 込 期 間  発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の２営業日後の日

まで。 

(７) 払 込 期 日  平成 25年 12月 25日(水) 

(８) 申 込 株 数 単 位  100株 

(９) 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他本新株式発行に必要な一切の事項の決

定については、代表取締役社長 村井 雄司に一任する。 

(10) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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２．株式売出し（引受人の買取引受による売出し） 

(１) 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 300,000株 

(２) 売 出 人 及 び 

売 出 株 式 数 

 

 氏 名 売出株式数 

村 井  雄 司 239,000株 

伊 東  道 郎 20,000株 

森 本  昌 章 15,000株 

山 口   登 10,000株 

中 野  雅 一 9,000株 

佐 藤  一 彦 7,000株 

(３) 売 出 価 格  日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規

定される方式により、発行価格等決定日の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値のない場合は、そ

の日に先立つ直近日の終値）に 0.90～1.00を乗じた価格（１円未満端

数切捨て）を仮条件として、需要状況を勘案した上で決定する。 

なお、売出価格は一般募集における発行価格（募集価格）と同一とす

る。 

(４) 売 出 方 法  売出しとし、引受人に全株式を買取引受けさせる。 

売出しにおける引受人の対価は、売出価格から引受人より売出人に支

払われる金額である引受価額（一般募集における払込金額と同一とす

る。）を差し引いた額の総額とする。 

(５) 申 込 期 間  発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の２営業日後の日

まで。なお、申込期間は一般募集における申込期間と同一とする。 

(６) 受 渡 期 日  平成 25年 12月 26日(木) 

(７) 申 込 株 数 単 位  100株 

(８) 売出価格、その他本売出しに必要な一切の事項の決定については、代表取締役社長 村井 雄

司に一任する。 

(９) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

３．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

(１) 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 105,000株 

なお、株式数は上限を示したものである。需要状況により減少し、又

は本売出しそのものが全く行われない場合がある。売出株式数は、需

要状況を勘案した上で、発行価格等決定日に決定される。 

(２) 売 出 人  野村證券株式会社 

(３) 売 出 価 格  未定（発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は引受人の買取

引受による売出しにおける売出価格と同一とする。） 

(４) 売 出 方 法  一般募集及び引受人の買取引受による売出しの需要状況を勘案した上

で、野村證券株式会社が当社株主から 105,000 株を上限として借入れ

る当社普通株式の売出しを行う。 

(５) 申 込 期 間  引受人の買取引受による売出しにおける申込期間と同一とする。 

(６) 受 渡 期 日  平成 25年 12月 26日(木) 

(７) 申 込 株 数 単 位  100株 

(８) 売出価格、その他本売出しに必要な一切の事項の決定については、代表取締役社長 村井 雄司

に一任する。 

(９) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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４．第三者割当による新株式発行（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

(１) 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

 当社普通株式 105,000株 

(２) 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

 発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集における払

込金額と同一とする。 

(３) 増加する資本金及び

資 本 準 備 金 の 額 

 増加する資本金の額は、会社計算規則第 14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。また、増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を

減じた額とする。 

(４) 割 当 先  野村證券株式会社 

(５) 申込期間(申込期日)  平成 26年１月 14日(火) 

(６) 払 込 期 日  平成 26年１月 15日(水) 

(７) 申 込 株 数 単 位  100株 

(８) 上記（５）に記載の申込期間（申込期日）までに申込みのない株式については、発行を打切る

ものとする。 

(９) 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他本第三者割当による新株式発行に必要

な一切の事項の決定については、代表取締役社長 村井 雄司に一任する。 

(10) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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＜ご参考＞ 

１．オーバーアロットメントによる売出し等について 

 前記「３．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し）」に記載のオーバーアロットメ

ントによる売出しは、前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」に記載の一般募集及び前記

「２．株式売出し（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人の買取引受による売出しに

あたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社

が当社株主から 105,000 株を上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。オーバーアロ

ットメントによる売出しの売出株式数は、105,000株を予定しておりますが、当該売出株式数は上

限の売出株式数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのも

のが全く行われない場合があります。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から

借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返却に必要な株式を取得させるために、当社は平

成 25 年 12 月２日(月)開催の取締役会において、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式

105,000 株の第三者割当増資（以下「本件第三者割当増資」という。）を、平成 26年１月 15日(水)

を払込期日として行うことを決議しております。 

 また、野村證券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメ

ントによる売出し（以下「本件募集売出し」という。）の申込期間の終了する日の翌日から平成

26 年１月７日(火)までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。）、借入れ株式の返

却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る株

式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合

があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式は、

借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式

会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに

係る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

 更に、野村證券株式会社は、本件募集売出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安

定操作取引により取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することがあ

ります。 

 オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー

取引によって取得し借入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数（以下「取得予定株式数」

という。）について、野村證券株式会社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式

を取得する予定であります。そのため本件第三者割当増資における発行株式数の全部又は一部につ

き申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行株式数がそ

の限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。 

野村證券株式会社が本件第三者割当増資に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオ

ーバーアロットメントによる売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行

います。 

 

２．今回の公募増資及び第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

現在の発行済株式総数 5,274,000株 （平成 25年 12月２日現在） 

公募増資による増加株式数 400,000株  

公募増資後の発行済株式総数 5,674,000株  

第三者割当増資による増加株式数 105,000株 （注） 

第三者割当増資後の発行済株式総数 5,779,000株 （注） 
（注）前記「４．第三者割当による新株式発行」の発行新株式数の全株に対し野村證券株式会社から申

込みがあり、発行がなされた場合の数字です。 
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３．調達資金の使途 

(１) 今回の調達資金の使途 

 

今回の公募増資及び第三者割当増資に係る手取概算額合計上限 1,085,981,000 円について

は、大型受注案件である沖縄本島 IC乗車券システムにおける機器仕入及び開発に伴う運転資金

並びに販売が拡大する当社の主力製品である業務用 IP無線システム「ボイスパケットトランシ

ーバー」の在庫仕入に伴う運転資金として、平成 25年 12月より平成 27年５月までにその全額

を充当する予定でありますが、実際に支出するまでは銀行口座にて管理いたします。 

なお、沖縄本島 IC乗車券システムは、沖縄本島のバス事業者４社とモノレール事業者１社向

けの交通インフラの基幹システムであり、当社が開発事業者として選定されました。請負金額

が約 26億円と当社グループにとって大型受注案件であり、相応の資金需要が発生いたします。 

(２) 前回調達資金の使途の変更 

 該当事項はありません。 

(３) 業績に与える影響 

 

今回の資金調達を上記「(１)今回の調達資金の使途」に記載の使途に充当することにより、

当社グループの成長に向けた戦略を着実に遂行し、企業価値を最大化させることに繋がるもの

と考えております。  
 

４．株主への利益配分等 

(１) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、将来の事業展開と

経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を実施していくことを基

本方針としておりますが、将来の事業展開を見据えた上で、当連結会計年度につきましては、

期末配当を無配とすることを予定しております。 

将来的には、各期の経営成績及び財政状態を勘案しながら株主様への利益還元を検討してい

く方針でありますが、将来の事業拡大に向けた投資資金の確保を優先するため、次期の配当に

つきましても無配を予定しております。 

(２) 配当決定にあたっての考え方 

 上記「(１)利益配分に関する基本方針」に記載のとおりです。 

(３) 内部留保資金の使途 

 上記「(１)利益配分に関する基本方針」に記載のとおりです。 

(４) 過去３決算期間の配当状況等 

 平成 23年５月期 平成 24年５月期 平成 25年５月期 

１株当たり連結当期純利益 10.49円 46.45円 68.16円 

１株当たり年間配当金 

（内１株当たり中間配当金） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

実績連結配当性向 － － － 

自己資本連結当期純利益率 7.9％ 28.6％ 27.2％ 

連結純資産配当率 － － － 
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（注）１．当社は、平成 24年 10月１日付で、普通株式１株につき普通株式 200株の株式分割を行ってお
ります。また、平成 25年３月 11日付で、普通株式１株につき普通株式５株の株式分割を行っ
ております。１株当たり連結当期純利益は、平成 23年５月期の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定して算定しております。 

２．実績連結配当性向及び連結純資産配当率は、無配のため、記載しておりません。 
３．自己資本連結当期純利益率は、連結当期純利益を自己資本（純資産合計から新株予約権と少数

株主持分を控除した額で期首と期末の平均）で除した数値です。 
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５．その他 

(１) 配分先の指定 

 該当事項はありません。 

(２) 潜在株式による希薄化情報 

 

当社は、ストックオプション制度を採用し、会社法に基づき新株予約権を発行しております。

なお、公募増資及び第三者割当増資後の発行済株式総数（5,779,000 株）に対する下記の新株

発行予定残数の比率は 0.95％となります。 

 ストックオプション付与の状況（平成 25年 11月 30日現在） 

 

発行決議日 
新株式発行 

予定残数 

新株予約権の行使

時の払込金額 
資本組入額 行使期間 

平成 24 年４月 13日 24,000株 300円 150円 
平成 24年５月３日から 

平成 26年５月２日まで 

平成 25 年９月 11日 25,500株 2,960円 2,083.5円 
平成27年 10月１日から 

平成30年９月 30日まで 

平成 25 年９月 11日  5,500株 １円 1,480円 
平成25年 10月１日から 

平成55年９月 30日まで 

 (３) 過去のエクイティ・ファイナンスの状況等 

 ①過去３年間に行われたエクイティ･ファイナンスの状況 

 

年月日 増資額 増資後資本金 増資後資本準備金 

平成 24年 12月 18日 
公募増資 

294,768千円 
373,559千円 363,559千円 

 

 

②過去３決算期間及び直前の株価等の推移 

 平成 23年５月期 平成 24年５月期 平成 25年５月期 平成 26年５月期 

始 値 － － 
7,000円 

□1,501円 
3,000円 

高 値 － － 
8,500円 

□3,480円 
3,200円 

安 値 － － 
5,770円 

□1,250円 
2,250円 

終 値 － － 
7,630円 

□2,622円 
2,590円 

株価収益率 － － 38.5倍 － 

（注）１．当社は平成 24年 12月 19日に東京証券取引所マザーズに上場しましたので、それ以前の
株価については、該当事項はありません。 

２．平成 25年５月期の株価の□印は、平成 25年３月 11日を効力発生日とした当社普通株式

１株につき５株の株式分割による権利落後の株価であります。 

３．平成 26年５月期の株価については、平成 25年 12月１日現在で表示しています。 

４．株価収益率は決算期末の株価（終値）を当該決算期の１株当たり連結当期純利益で除し

た数値です。 

 ③過去５年間に行われた第三者割当増資等における割当先の保有方針の変更等 

 

該当事項はありません。 
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(４) ロックアップについて 

 

一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である村井雄司、伊東道郎、

森本昌章、山口登、中野雅一及び佐藤一彦は野村證券株式会社に対し、発行価格等決定日に始

まり、一般募集及び引受人の買取引受による売出しの受渡期日から起算して 90 日目の日に終

了する期間（以下「ロックアップ期間」という。）中、野村證券株式会社の事前の書面による

同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取引受による売出し及び村井雄司がフ

ューチャーイノベーション株式会社を相手方として平成 25 年 12 月 25 日に行う当社株式

1,000,000 株の譲渡等を除く。）を行わない旨合意しております。 

また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中、野村證券株式会社の事前の書

面による同意なしには、当社株式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行

又は当社株式を取得もしくは受領する権利を付与された有価証券の発行等（ただし、一般募

集、本件第三者割当増資及び株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意してお

ります。 

上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁

量で当該合意の内容を一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。 

 

以 上 


